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本資料は、公表資料「2024年度 エコマーク事業報告」を再編集したものです。
さらに詳しい情報をお知りになりたい方は、そちらもご高覧ください。
[ https://www.ecomark.jp/pdf/2025/2024houkoku.pdf ]



近年、地球温暖化による気象災害や資源循環問題など、
環境問題が深刻化の一途をたどっています。第5次循環型社
会形成推進基本計画（2024年8月2日閣議決定）では、循環
経済への移行が国家戦略として位置づけられ、企業にもよ
り一層の取り組みが求められるようになりました。

このような状況を踏まえ、エコマークでは脱炭素、プラ
スチック資源循環、生物多様性の確保といった課題に対応
するとともに、エコマーク認証取得の付加価値向上に向け
た様々な取り組みを推進してまいりました。具体的には、
ECサイトとのデータ連携やグリーン購入法との連動による
市場アクセスの拡大、エコマークのリ・ブランディング、
電子申請システムの開発による利便性向上などを進めまし
た。

今後も、環境省をはじめとする関係機関と連携し、循環
型社会の実現に向けて貢献してまいります。皆様のご理解
とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

エコマーク事務局⾧ 山縣 秀則
公益財団法人日本環境協会 常務理事
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1. 認証事業の概況
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2025年3月末のエコマーク認証は53,917商品、
会社数1,492社、商品類型数75となり、全ての指標
が1年前と比べ増加しています。なかでも「まほう
びん」（319商品）、日用品（273商品）、建築
製品（内装工事関係用資材）（271商品）の増加が
顕著でした。

商品類型（認定基準）は、新たに3つの分野を
制定しました。

「スマートフォン・携帯電話」
「清掃用資材」 ※薬剤および資材
「土木製品」 [適用範囲の拡大]

また、「ケミカルリサイクルプラント・化学製
品」、「空港ラウンジ」を2025年4月に制定し、
「使用済紙おむつを再生利用した製品」の認定基
準も間もなく制定される見通しです。

現在、温水器と電池（モバイルバッテリー）の
認定基準案の策定も進めています。



（トピックス）スマートフォンで初のエコマーク認定（2025年1月24日）

FCNT合同会社様のニュースリリース（抜粋）3

FCNT合同会社様のらくらくスマートフォン F-53Eを、日本国内で販売されるスマートフォン・携帯電話で
初めてエコマーク商品として認定しました。



2. 広報活動
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TOKYO PACK2024（CLOMAパビリオン内）
2024年10月23日（水）～25日（金）

ビルメンヒューマンフェア＆クリーンEXPO2024
2024年11月20日（水）～22日（金）
下段は同時開催セミナーの様子

国際ホテル・レストラン・ショー
2025年2月4日（火）～7日（金）

下段は同時開催セミナーの様子

エコマーク認定商品・サービスの認知度向上のため、様々な業界セクターの展示会に出展しています。
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3. ECサイトとのデータ連携

JANコードと紐づけられた認定データをウェブ通販
事業者様に提供し、ウェブ上でエコマークを自動的に
表示できるようにする取り組みを推進しています。
2024年3月末で、データ連携しているウェブ・カタロ
グ通販事業者様は9社12サイトとなりました。

2024年10月23日には、アマゾンジャパン合同会社
様から「Amazon、サステナブルな特徴を持つ商品を
見つけやすくするプログラム 「Climate Pledge 
Friendly（クライメイト・プレッジ・フレンド
リー）」を日本で開始」がリリースされ、エコマーク
商品も対象となることが発表されました。

認証

認定施設情報

Travalystパートナー企業
サステナビリティ関連の認証として
「エコマーク」を表示

また2024年9月には、エコマークの「ホテル・旅
館」認証が、世界大手OTA(インターネット上で取引す
る旅行会社)が参加するTravalystの「信頼性の高い宿
泊施設のサステナビリティ認証制度のリスト」に掲載
され、このリストを参照している旅行予約サイト等が、
掲載ホテルのページにエコマークを表示できるように
なりました。現時点ではGoogleにエコマークが掲載さ
れており、Booking.comなどにおいても同様の情報提
供が予定されています。
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【判断の基準】
〇次のいずれかの要件を満たすこと。
➀次のア若しくはイのいずれかの要件並びにウ及びエの要件を満たすこ

と。
ア. 植物を原料とするプラスチックであって環境負荷低減効果が確認

されたものが、プラスチック重量の25％以上使用されていること。
イ. 再生プラスチックがプラスチック重量の40％以上使用されている

こと。
ウ. 上記ア又はイに関する情報が表示されていること。
エ. プラスチックの添加物として充填剤を使用しないこと。
➁エコマーク認定基準を満たすこと又はこれと同等のものであること。

「プラスチック製ごみ袋」の例

出典：『環境物品等の調達の推進に関する基本方針』2021年2月(環境省)
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4. グリーン購入法との連動

グリーン購入法は、国等の公的機関が率先
して環境物品等の調達を推進するための法律
です。

エコマークでは、グリーン購入法【判断の
基準】の同等以上となるようにエコマーク基
準を設定していますので、同法の適合可否の
判断にエコマークが広く活用されています。

現在、国等が重点的に調達を推進する
「特定調達品目」22分野288品目のうち、
約７割の品目にエコマーク基準が対応してい
ます。そのうち12分野115品目（文具類、
オフィス家具等、プラスチック製ごみ袋な
ど）は、右の例のようにエコマークが【判断
の基準】の選択肢となっています。



最優秀賞 日本生活協同組合連合会 
 数多くのコープ商品での幅広いエコマークの活用 

優秀賞 宇陀化成工業株式会社 
 好循環型社会への新たな一歩 

優秀賞 株式会社エフピコ 
 トレーリサイクルを地域全体の取り組みへ 

優秀賞 株式会社グンビル 
 エコマークで変わる！！～床ワックス剥離廃液の適正処理標準化を目指して～ 

優秀賞 三ツ星エコクラブ 
 エコマークで、すべての人がスーパーコンシューマーに！ 

ベストプロダクト ブレスエアーメビウス [認定番号 23 104 015] 
 東洋紡エムシー株式会社 

 

● 受賞団体

エコマークアワードトロフィー 表彰式の様子➀ 表彰式の様子➁ 堅達 京子氏（NHKエンタープライズ）の基調講演

5. エコマークアワード

● 表彰＆新エコマークシンボル発表会（2024/12/6（金）、日比谷国際ビルコンファレンススクエア）
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「消費者の環境を意識した商品選択、
企業の環境改善努力による、持続可能な
社会の形成」に向けて積極的に活動して
いる企業・団体等を表彰する「エコマーク
アワード」を開催。応募・推薦のあった
団体から「最優秀賞」1社・「優秀賞」4社
が選ばれ、最近の2年間（2023、2024年
度）に認定された約500点のエコマーク
認定商品の中から「ベストプロダクト」1点
が選ばれました。



エコマーク誕生から35年、はじめてのお色直し

新しいブランドコンセプト” Try ecologue. ”を
核に、一貫したブランディング活動を展開

新ウェブサイト
ブランディング、デザインサポート by (株)GKグラフィックス

6.エコマークロゴの変更（リファイン）と新ブランドコンセプト

新認定基準書＆解説書8

これまで親しまれてきたマークの色や形を継承しつつ、1989年のロゴ
作成当時には想定していなかったウェブ等での使用を念頭に、現代的な
表情にアップデートしました。これまで使用していたロゴも、引き続き
使用することができます。

また、新しいブランドコンセプト“Try ecologue.”のもと、あらゆる
媒体で一貫したブランディングを展開しています。



7. エコマーク商品の信頼性確保

当協会は、国際MRA及びMLA対応のASNITE認定事業者です。
[ASNITE 0135 Product]9

エコマークでは、認証スキーム全体を通し
て、エコマーク商品が継続的に認定基準に
適合していることを確認しています。

本年度は、認定後の現地／オンライン監
査：55社（うち海外1社）、試買試験：20ラ
イセンス、認定から一定期間を経過した商品
に対する報告徴収・現地監査による再評価：
110社（124ライセンス）を実施しました。
また、20件の不正使用（またはその疑いがあ
るもの）を把握し、直ちに調査・是正を行い
ました。

当協会は、ISO/IEC17065の要求事項に
適合し、エコマークの認証活動を遂行する
十分な能力をもつ信頼できる製品認証機関と
して独立行政法人製品評価技術基盤機構
(NITE)認定センター(IAJapan)より認定され
ています。



8. 海外環境ラベル機関との相互認証

相互認証は、各ラベル制度の基準を可能な限
り共通化し、その共通基準項目の審査結果を他
のラベルの審査に援用できるようにするもので
す。エコマークは、海外のタイプI環境ラベル
を運営する機関と相互認証協定（MRA）を締結
し、相互認証を推進しています。

本年度は中国、韓国、シンガポール、ドイツ
との間で、新たな品目の共通基準に合意しまし
た。また、スリランカとの間で新たにMRAを締
結し、日本エコマークとのMRA締結は合計で15
か国・11機関となりました。

COP29でのシンガポールとの合意書締結式スリランカとの合意書締結式
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公益財団法人 日本環境協会

https://www.ecomark.jp ✉ info@ecomark.jp ☎ 03-5829-6286
東京都千代田区岩本町1-10-5 TMMビル5階


